フード連合（局）発０５第６１号（労働１２）

　　　　　　　　　２００６年１月１３日

各　単　組　委　員　長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本食品関連産業労働組合総連合会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事　務　局　長　　佐　藤　孝　司

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労　働　局　長　　栗　田　博


「改正高齢者雇用安定法」における、継続雇用制度の対象者をめぐる留意点について

各単組の日頃の活動に敬意を表します。

さて、「高齢者雇用安定法」が改正され、65歳までの雇用確保が義務化になりました。具体的な雇用確保の方法としては、①定年の引き上げ、②継続雇用制度、③定年を定めの廃止等としています。この改正法は、2006年4月1日施行されることから、各単組の現行制度の見直しは2006年3月31までに完了しておく必要があります。現在、見直しをめぐって会社と交渉されていることと存じますが、その中で、継続雇用制度の対象者をめぐって、希望者全員を対象としない制度でも労使の合意があれば良いとされていることから、継続雇用の対象者を恣意的に限定できるような表現での提案が見受けられます。

厚生労働省が具体的に望ましい基準として紹介している例の「一定以上の評価実績があること」「伝授すべき技能を持っていること」などは、その部分だけを取り上げて制度化すれば、継続雇用をすることが原則となっている法の趣旨とは異なり、使い勝手がよい者だけを選定できる制度へと悪用されかねませんのでご注意ください。今後の単組での交渉において、会社は65歳まで雇用する義務があるという法の趣旨を徹底させ、少なくとも原則として希望するすべての組合員が雇用される制度となるよう取り組みをお願いします。

取り組みにあたっては、下記の留意点を参考に継続雇用の対象からはずされない組合員の視点に立った対応をお願いします。

なお、労使協議が調わない場合は当面就業規則等で対象者の基準を定めればよいと言う法律の附則をもって十分な協議をせずに会社が勝手に制度化しようとする事例が見受けられますが、その場合の制度は認められません。そのようなことがあった場合は基準監督署から会社へ指導させますのでフード連合までご連絡ください。

記

１．法改正の概要　（2006年4月1日施行）
　　　　＜法改正前＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜改正後＞

　　●企業の「努力」義務　　　　　　　　　　　　●企業の「実施」義務
①定年の引き上げ　　　　　　　　　　　　　　①定年の引き上げ

②継続雇用制度の導入　　　　　　　　　　　　②継続雇用制度の導入

③定年の定めの廃止等　　　　　　　　　　　　　※労使協定を定めると、希望者全員を対象としない制度も可
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③定年の定めの廃止等

※実施義務化の対象年齢

　・平成18年4月1日～平成19年3月31日：62歳

　・平成19年4月1日～平成22年3月31日：63歳

　・平成22年4月1日～平成25年3月31日：64歳

　・平成25年4月1日以降　　　　　　　　：65歳

２．会社からの提案事例から見る留意点

現在、フード連合加盟単組において提案されている事例では、とりわけ継続雇用制度の見直しにおいて、希望者全員を雇用する制度とするかが論点となっており、対象者を限定する提案が多く見られます。これらの提案に対する対応と考え方を下記に示します。

＜雇用する対象者を限定した提案事例＞

1 能力・業績評価がC以上で知識・技能の活用が見込まれる者

2 勤務態度・出勤状況が優秀と認められる者

3 雇用先にこれまでの経験・技能・知識を活かせる職場があること

4 職務変更に対処でき、新職務に適応できる者

5 勤続20年以上で、定年後直ちに業務に従事できる者

以上のような提案例の他にも、自宅より通勤が可能な者、過去に懲戒処分を受けていない者、過去3年間の出勤率が90％以上であることなど、多くの適用基準を設けている場合があります。法の運用が徹底されていない状況のなかでは、いずれの事例においても労使で合意すれば、すり抜けて認められてしまう可能性があります。しかし、このような恣意的な選別を含んだ制度は、雇用の継続を企業の責任として求めている法の趣旨に適合する制度とは言えません。そこで、フード連合としての65歳までの取り組みの対応を次のとおり示します。
　

　（１）基本スタンス

改正法の趣旨に則り、「希望する者は全員が65歳までの雇用を確保できる制度とする」

（２）労組の対応

希望者全員が65歳まで雇用できる制度の確立をめざしますが、労使交渉によりやむを得ず継続雇用の対象者の基準を定める場合は、次の内容で取り組みます。

1 本人の希望（働く意思）を最大限に尊重すること

2 継続雇用（再雇用）決定については、会社・組合・本人との協議事項とし必ず本人の承諾を得ること（＊あいまいな限定基準についてはここで協議できるようにしておく必要があります）

3 60歳まで通常に業務遂行してきた実績がある者すべてを対象とすること

4 制度の運用については随時労働組合と協議すること。

⑤　能力について特別な評価基準は定めない（定める場合は全員が納得できる基準を）

⑥　健康上の事由の基準については、日常生活に支障のない限り特定した基準を定めない

⑦　会社が恣意的に特定の人を排除するような基準は定めない

⑧　労働条件等については、会社・組合とで協議決定し定めること

以上、特に①～④の４つの内容については組合として堅守してください。


再雇用制度に関する協定モデル例

１．目的

　　定年退職する者に対し、社会の支え手として意欲と能力のある限り活躍する社会がもとめられており、長年培ってきた知識と経験を活かすことにより、退職者にゆとりと生きがいのある生活を保障するとともに、企業の安定と発展に資することを目的とする。

２．再雇用の対象者

　　定年対象者で再雇用を希望するもの

　　※適用条件を定める場合は、会社・組合・本人の協議事項とし本人の承諾を得ること

３．再雇用期間

　　再雇用に係る年齢は、2013年4月1日以降65歳までとし、それまでの間次のとおり段階的に引き上げる

・平成18年4月1日～平成19年3月31日：62歳

・平成19年4月1日～平成22年3月31日：63歳

・平成22年4月1日～平成25年3月31日：64歳

　　・平成25年4月1日以降　　　　　　　　：65歳

４．再雇用の申請方法

　　定年退職後、再雇用を希望するものは、定年退職前の6ヶ月前までに所定の申出書を提出する。

５．勤務形態

　　業務内容により、下記のいずれかを選択する。

　　（１）フルタイマー

　　　　　1週間の所定労働時間が正規従業員と同じ者

　　（２）パートタイマー

　　　　　1週間の所定労働時間が正規従業員とのそれ未満の者

　　　　　なお、勤務時間は就業規則に定めるところによる

６．勤務場所

　　再雇用者の勤務場所については、定年退職時に就労していた事業所を基本に、現住所から通勤可能な場所とする。

７．賃金

　　再雇用者の賃金については労使協議により、別途定める再雇用制度賃金制度規定による。

８．年次有給休暇について

　　年次有給休暇は、59歳時点の付与日数および59歳時の未使用繰越日数を継続するものとし、その他は、就業規則に定めるところとする。

９．この協定の運用については随時労使で協議していく。また、定めにない事項が生じた場合は、労使双方が誠意を持って協議決定する。

10．本協定は2006年4月1日から実施する。













　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


